地域職業訓練センターの

今後の取扱いに関する要望
平成22年２月

大　阪　府
地域職業訓練センターの
今後の取扱いに関する要望
日頃から、本府労働行政の推進につきまして、格別のご高配を賜り、厚くお礼申し上げます。

さて、地域職業訓練センターの設置及び運営につきましては、平成２１年１２月２５日付け能発1225第７号において、「平成２２年度末をもって廃止する」と示されましたが、同センターにつきましては、職業能力開発促進法第１５条の３に基づいて国が設置・運営することとされてきたものです。したがいまして、下記項目に関して責任をもって対応していただくよう、強く要望いたします。

記

１．地域職業訓練センターの位置づけについて
　　　同センターについては、平成２１年３月５日付け能能発0305002号において、国の示す利用目標値を達成すれば独立行政法人雇用・能力開発機構の業務として継続するとの方針を示していたにもかかわらず、このたびの通知で「平成２２年度末の廃止」と示された。この急な方針転換の経緯と、国の責務・役割に対する見解を明らかにされたい。
２．大阪地域職業訓練センターの運営継続等への配慮について
　　　地域職業訓練センターは各地域及び受託団体等により様々な個別事情を抱えており、それぞれの地域職業訓練センターの状況に十分配慮すべきである。

　　　当大阪センターは、平成２１年４月に有限責任事業組合大阪生涯職業教育協働機構が新たに受託を開始したが、当該運営委託期間については、国及び独立行政法人雇用・能力開発機構との協議・承認を経て３か年としたものである。しかしながら、このたびの通知では、当該委託期間に対し、何らの配慮もされていない。
　　　また、当大阪センターは事業開始早々ながら、国の示す利用目標値も達成するなど自助努力を行ってきており、このたびの一方的な廃止方針は断じて容認できるものではない。

　　　したがって、当大阪センターについては、最低限、委託期間の平成２３年度末まで運営を継続することができるよう配慮されたい。

なお、有限責任事業組合大阪生涯職業教育協働機構に対しても、国及び独立行政法人雇用・能力開発機構から納得のいく説明を行い、十分な理解を得られるよう努めていただきたい。
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